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ど
と
併
せ
ỏ
市
の
財
政
状
況
を
市
民
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み
な
さ
ん
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だ
く
資
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と
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ま
す
Ố
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日
Ờ
時
点

31

ớ
た
だ
し
出
納
整
理
期
間
中
の
増
減

を
含
む
Ờ
に
お
け
る
資
産
や
債
務
に

関
す
る
情
報
を
表
す
も
の
で
す
Ố

　
表
の
構
成
は
ỏ
左
側
に
資
産
を
表

示
し
ỏ
右
側
に
負
債
お
よ
び
資
産
と

負
債
の
差
額
で
あ
る
純
資
産
を
計
上

し
て
い
ま
す
Ố

（⚕）平成⚒⚖年（⚒⚐⚑⚔）12月⚑日号

　
地
方
公
共
団
体
の
会
計
で
は
ỏ
一

年
間
に
ど
の
よ
う
な
収
入
が
あ
り
ỏ

何
に
い
く
ら
使
ỳ
た
の
か
を
明
ら
か

に
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
Ố

　
し
か
し
ỏ
こ
の
方
法
で
は
ỏ
現
在

ど
れ
だ
け
の
資
産
が
あ
り
ỏ
ど
れ
だ

け
の
負
債
が
あ
る
の
か
分
か
り
に
く

い
も
の
と
な
ỳ
て
い
ま
す
Ố

　
近
年
の
行
政
活
動
の
多
様
化
・
厳

し
い
財
政
状
況
を
背
景
と
し
て
財
政

状
況
な
ど
に
関
す
る
情
報
を
開
示
す

胸平成25年度行政コスト計算書（損益計算書）胸
（単位：千円）■経常行政コスト（消費）の部

総額 支払利息・
そのほか議会・総務消防産業振興福祉・

環境衛生教育生活インフ
ラ・国土保全

0 2,617,981 84,637 191,044 1,548,930 1,084,090 339,559 5,866,241 １．人にかかるコスト
0 1,389,674 139,923 162,972 1,400,229 3,254,228 2,338,897 8,685,923 ２．物にかかるコスト
0 281,497 1,693,001 365,440 9,062,982 200,601 269,974 11,873,495 ３．支出移転的なコスト

632,555 0 0 0 0 0 0 632,555 ４．その他のコスト
632,555 4,289,152 1,917,561 719,456 12,012,141 4,538,919 2,948,430 27,058,214 ５．経常行政コスト計  Ａ

行政サービスの担い手である職員にかかるものです。給与や退職手当引当金の増加額などが含まれています。１．人にかかるコスト　：

地方公共団体が最終消費者となっているものです。
物件費、施設の維持管理費、減価償却費（※）などが含まれています。
※減価償却費…有形固定資産が時の経過で、損耗磨耗などにより価値が減少したと認められる額。

２．物にかかるコスト　：

他の主体に移転して効果が出る（消費される）ものです。
生活保護などのように、被扶助者に支給されるものや、各種の負担金や補助金、一般会計から
他の会計への繰出金などが含まれています。

３．支出移転的なコスト：

上記以外のもので、コストの発生として処理すべきものです。
市の借金の支払い利息や、時効などで徴収できなかった税金、使用料、手数料などです。

４．その他のコスト　　：

（単位：千円）■経常収益の部

支払利息・
そのほか議会・総務消防産業振興福祉・

環境衛生教育生活インフ
ラ・国土保全

総額

57,426 42,290 6 49 298,969 39,597 36,209 474,546 １．使用料・手数料　　　Ｂ
0 505 0 0 171,368 90 23,786 195,749 ２．分担・負担・寄附金   Ｃ

57,426 42,795 6 49 470,337 39,687 59,995 670,295 ３．経常収益合計（Ｂ＋Ｃ）Ｄ

575,129 4,246,357 1,917,555 719,407 11,541,804 4,499,232 2,888,435 26,387,919 ４．（差引）純経常行政コスト 
　　　　　　　　　Ａ－Ｄ

平成26年3月31日現在（単位：千円）
貸　　　　方借　　　　方

市民一人当たり全　体〔負債の部〕市民一人当たり全　体〔資産の部〕
１．固定負債1．公共資産

19818,470,290　茨地方債　茨有形固定資産
　芋長期未払金76771,439,160　　①生活インフラ・国土保全

928,581,270　　臼物件の購入等79974,375,419　　②教育
00　　渦債務保証又は損失補償595,517,625　　③福祉
7625,287　　嘘その他171,547,449　　④環境衛生
999,206,557　長期未払金計191,793,942　　⑤産業振興
605,632,527　鰯退職手当引当金141,321,589　　⑥消防
00　允損失補償等引当金989,080,576　　⑦総務

35733,309,374　固　定　負　債　合　計1，773165,075,760有形固定資産合計
7653,059　芋売却可能資産
２．流動負債1，780165,728,819公　共　資　産　合　計

272,485,714　茨翌年度償還予定地方債
00　芋短期借入金（翌年度繰上充用金）2．投資等
10943,821　鰯未払金　茨投資及び出資金
00　允翌年度支払予定退職手当242,267,204　　①投資及び出資金
4355,268　印賞与引当金00　　②投資損失引当金
413,784,803流 動 負 債 合 計242,267,204投資及び出資金計

00　芋貸付金
39837,094,177負 債 合 計　鰯基金等

00　　①退職手当目的基金
585,439,350　　②その他特定目的基金
〔純資産の部〕1100,000　　③土地開発基金

31429,240,351１公共資産等整備国県補助金等020,000　　④その他定額運用基金
312,871,175　　⑤退職手当組合積立金

1,356126,236,144２公共資産等整備一般財源等908,430,525基金等計
10919,096　允長期延滞債権

△64△5,958,170３その他一般財源等△2△204,054　印回収不能見込額
12211,412,771投 資 等 合 計

1137,772４資産評価差額
3．流動資産

1，607149,656,097純 資 産 合 計　茨現金預金
726,686,089　　①財政調整基金
2211,029　　②減債基金
272,541,174　　③歳計現金
1019,438,292現金預金計

　芋未収金
3208,929　　①地方税
010,297　　②その他

△1△48,834　　③回収不能見込額
2170,392未収金計

1039,608,684流 動 資 産 合 計
2,005186,750,274負 債 ・ 純 資 産 合 計2,005186,750,274資 産 合 計

胸平成25年度貸借対照表（バランスシート）胸
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す
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ま
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く
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す
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有
形
固
定
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換
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高
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る
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金
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の
償
還
予
定
元
金

　
こ
れ
ま
で
に
形
成
さ

れ
た
資
産
の
う
ち
ỏ
今

後
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済
が
必
要
な
金
額

　
借
方
に
ủ
売
却
可
能
資
産
Ứ

が
加
わ
ỳ
た
こ
と
に
伴
う
変
動

額
や
寄
附
な
ど
に
よ
り
無
償
で

受
贈
し
た
場
合
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価
差
額

　
こ
れ
ま
で
に
形
成
さ
れ
た
資
産

の
う
ち
ỏ
す
で
に
負
担
し
た
金
額
Ố

旧
モ
デ
ル
で
は
ỏủ
正
味
資
産
の

部
Ứ
と
表
記
し
て
い
ま
し
た

新
地
方
公
会
計
制
度
に
基
づ

 新
地
方
公
会
計
制
度
に
基
づ
くく
財
務
諸
表

財
務
諸
表

バランスシートの見方
　この表では、左側（借方）に市が保有して
いる土地・建物・預金などの「資産」を示し、
右側（貸方）にその資産を形成したために、
将来の世代が負担し今後支払いが必要となる
もの「負債」と、これまでの世代がすでに負
担し支払いの必要がないもの「純資産」がい
くらあるかが示されています。

行政コスト計算書とは
　1年間の行政活動のうち福
祉サービスやごみの収集のよ
うに「資産の形成につながら
ない行政サービスに要する経
費（経常行政コスト）」と「そ
の行政サービスの対価として
得られた財源（経常収益）」を
対比させた財務書類です。

る
と
と
も
に
ỏ
財
政
活
動
を
よ
り
効

率
化
し
て
い
く
た
め
の
財
務
情
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を

充
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さ
せ
る
た
め
ỏ
国
は
新
た
な
モ

デ
ル
に
基
づ
く
財
務
書
類
の
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階
的

整
備
を
進
め
て
き
ま
し
た
Ố

　
平
成
　
年
に
総
務
省
か
ら
ủ
地
方
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公
共
団
体
に
お
け
る
行
政
改
革
の
更

な
る
推
進
の
た
め
の
指
針
ớ
地
方
行

革
新
指
針
ỜỨ
が
出
さ
れ
ỏ
各
地
方
公

共
団
体
は
ủ
貸
借
対
照
表
Ứỏủ
行
政

コ
ス
ト
計
算
書
Ứỏủ
資
金
収
支
計
算

書
Ứỏủ
純
資
産
変
動
計
算
書
Ứ
の
財

務
書
類
4
表
の
整
備
な
ど
に
取
り
組

む
こ
と
に
な
り
ま
し
た
Ố

　
市
で
は
ỏ
こ
の
指
針
に
基
づ
き
財

務
諸
表
を
作
成
し
ỏ
当
該
年
度
の
決

算
と
と
も
に
公
開
し
て
い
ま
す
Ố
今

回
ỏ
平
成
　
年
度
決
算
に
基
づ
き
作
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成
し
た
財
務
書
類
4
表
の
う
ち
ỏ
貸

借
対
照
表
と
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
を

掲
載
し
て
い
ま
す
Ố
本
紙
4
ペ
ồ
ジ

の
決
算
お
よ
び
健
全
化
判
断
比
率
な

　
表
左
側
の
資
産
合
計
と
右
側
の
負

債
合
計
が
一
致
し
バ
ラ
ン
ス
が
取
れ

て
い
る
こ
と
か
ら
ỏ
バ
ラ
ン
ス
シ
ồ

ト
と
も
よ
ば
れ
て
い
ま
す
Ố

怯
行
政
コ
ス
ト
計
算
書ớ
損
益
計
算
書
Ờ

　
経
常
的
な
活
動
に
伴
う
コ
ス
ト
と

使
用
料
・
手
数
料
な
ど
の
収
入
を
表

す
も
の
で
す
Ố
コ
ス
ト
の
面
で
は
ỏ

人
件
費
な
ど
の
人
に
か
か
る
コ
ス
ト
ỏ

物
件
費
な
ど
の
物
に
か
か
る
コ
ス
ト

と
い
ỳ
た
区
分
を
設
け
て
い
ま
す
Ố

経
常
費
用
合
計
か
ら
経
常
収
益
合
計

を
差
し
引
い
た
も
の
が
ỏ
当
該
年
度

の
純
経
常
行
政
コ
ス
ト
と
な
り
ま
す
Ố

怯
資
金
収
支
計
算
書
ớ
キ
Ỿ
ỽ

シ
ỿ
フ
ロ
ồ
計
算
書
Ờ

　
現
金
の
流
れ
を
示
す
も
の
で
あ
り
ỏ

そ
の
収
支
を
性
質
に
応
じ
て
ỏ
経
常

的
収
支
ỏ
公
共
資
産
整
備
収
支
ỏ
投

資
・
財
務
的
収
支
な
ど
と
区
分
し
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表
示
す
る
こ
と
で
ỏ
ど
の
よ
う
な
活

動
に
資
金
を
必
要
と
し
て
い
る
か
を

表
示
し
て
い
ま
す
Ố

怯
純
資
産
変
動
計
算
書

　
純
資
産
ớ
資
産
か
ら
負
債
を
引
い

た
残
余
Ờ
が
一
会
計
期
間
に
ど
の
よ

う
に
増
減
し
た
か
を
明
ら
か
に
す
る

も
の
で
あ
り
ỏ
総
額
と
し
て
の
純
資

産
の
変
動
に
加
え
ỏ
そ
れ
が
ど
の
よ

う
な
財
源
や
要
因
で
増
減
し
た
か
の

情
報
を
表
示
し
て
い
ま
す
ớ
新
地
方

公
会
計
制
度
に
よ
り
新
し
く
追
加
さ

れ
た
財
務
諸
表
で
す
ỜỐ

※
資
金
収
支
計
算
書
と
純
資
産
変
動

計
算
書
は
ỏ
市
ホ
ồ
ム
ペ
ồ
ジ
ớ
行

政
情
報
ˣ
財
政
ˣ
財
務
諸
表
Ờ
を
ご

覧
く
だ
さ
い
Ố

※
詳
し
く
は
左
記
ま
で
Ố

■問 
会
計
課
出
納
班ớ
緯
内
線
2
0
2
ỜỐ

負債負債・・
純資純資産産
201万201万円円

資資産産
201万201万円円

マイホームローン残高なマイホームローン残高などど
<負債<負債>>
40万円（19.9％40万円（19.9％））

マイホームや土地の取得マイホームや土地の取得なな
ど、資産形成にあたってど、資産形成にあたって自自
分で用意した自己資分で用意した自己資金金
<純資産<純資産>>
161万円（80.1％161万円（80.1％））

マイホームの土地・建マイホームの土地・建物物
<公共資産<公共資産>>
178万178万円円（88.8％（88.8％））

株式などの投機資株式などの投機資産産
や使いみちを決めや使いみちを決めてて
ある定期預金なある定期預金などど
<投資等<投資等>>
12万12万円円（6.1％（6.1％））

現金や預金な現金や預金などど
<流動資産<流動資産>>
10万10万円円（5.1％（5.1％））

平
成
　
年
度
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ồ
ト
を

25

　
市
民
一
人
当
た
り
の
家
計
に

　
　
置
き
換
え
る
と
ộ

(注)市民一人当
たりの額は、平
成26年3月31日
現在の住民基本台
帳 人 口（93,085
人）で各項目を除
し、四捨五入した
ものです。このた
め、合計欄が表内
の計算結果と一致
しないことがあり
ます。


